














































































































































　⑥　確認書（NPO法 2 条 2 項 2 号23）及び12











































































































































































































































































府令第55号）1 条 1 号ロに掲げる方法の
うち，インターネットに接続された自動
公衆送信装置を使用するものによる措置
（3 条の 2 第 1 項））をとる広告の方法を



































されている（同条 1 項 4 号，特定非営利活動促
進法施行規則 3 条の 2 第 2 項）ほか，公告期間
も「当該公告の開始後 1 年を経過する日までの
























































































更生保護法人（5 号，更生保護事業法（平成 7 年


















には社員総数の 2 分の 1 以上が出席した社員総











Vol. 54 No. 2阪南論集　社会科学編
庁に提出した上で，所轄庁の認証を受けなけれ












































































































































































































































































































































































































































































































































年法173号，平成15年 5 月 1 日施行。以下，平成
14年改正NPO法とする），平成23年（平成23年法














































































































































































































































NPO法人（2 条 3 項）および特例認定（58条 1 項）



































































































律（平成 3 年法77号）2 条 2 号に規定する暴力団）

























































































47）なお，14条の 9 第 1 項によって，全社員による書
面もしくは電磁的記録による意思表示がある場合
は社員総会決議が擬制される。
48）当該NPO法人による定款変更の内容が，本文記載
の③もしくは⑧の事項の変更を含む場合には，定
款変更の認証申請手続に当たって，当該NPO法人
は当該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事
業年度の事業計画書及び活動予算書を併せて添付
して所轄庁に提出しなければならない。
49）所轄庁の変更を伴う定款の変更がある場合，旧所
轄庁（変更前の所轄庁）を経由して新所轄庁（変更
後の所轄庁）に提出する（26条）ため，NPO法人
は変更前の所轄庁に当該書類を提出する必要があ
る。
50）申請書受理後の認証又は不認証決定までの期間
は，各所轄庁の条例により 3 か月より短い期間を
設ける場合がある他，NPO法の特例として，国家
戦略特別区域会議が，特定非営利活動法人設立促
進事業を定めた区域計画について，内閣総理大臣
の認定を受けた場合，上記の公衆の縦覧に供する
期間は 2 週間となる（国家戦略特別区域法24条の
3）。
51）①社員総会の決議，②定款で定めた解散事由の発
生，③目的とする特定非営利活動に係る事業の成
功の不能，④社員の欠乏，⑤合併，⑥破産手続き
開始の決定，⑦設立の認証の取消しである。
52）内閣府・前掲注）19，161頁。
53）龍田節「開示制度の目的と機能」法学論叢（京都大
学法學會）110巻 4・5・6 号113頁（1981年）。
 　なお，この論文には「株式会社に特有の開示に
限る」（龍田・115頁）という記述がある。そうした
中で，敢えて本稿が引用するに至った理由につい
て，若干述べる。
 　確かに，NPO法人と株式会社とは，営利性の点
で大きく異なるため，そこから派生する運営管理
機構や利害関係人の利害関係等で大きな差異が出
てくる。しかし，いわゆるソーシャルビジネスの
領域では，「実際このような事業に取り組んでいる
事業者は，NPO法人，株式会社，LLC（合同会社）
等の法人格を，ときに組み合わせて使用している」
（西田・前掲注）10，149頁）という実態調査結果は，
本稿が対象とするNPO法人と株式会社等の営利
法人組織を含む複数の法人の間には，活動領域に
よっては活動・運営実態において重なり合いが見
られることを示している（同旨，松村幸四郎「NPO
法人による事業活動の継続性確保に向けた取り組
みが会社法制に及ぼす影響─とくに事業型NPO
法人の活動実態が示唆する株式会社への接近」愛
知東邦大学地域創造研究所編『住民参加のまちづ
くり』81-93頁（2010年））。
 　それぞれの法人制度ごとに営利性の有無に代表
される特徴的な法的性格付けが与えられているに
もかかわらず，その運用・利用実態に着目すると
相当程度の重なり合いが確認されうる以上，解決
すべき課題も共通する部分があると思われる。こ
れは開示規制に絞っても当てはまるものであり，
およそ法人は自然人とは異なって不可視の存在で
ある以上，法人自身による機関を通じた情報開示
の必要性・重要性といった点は，あらゆる法人に
おいて共通するのではないか，と考えられるから
である。
 　なお，ソーシャルビジネス概念の捉え方につい
ては，西田・前掲注）10，118頁参照。
54）太田・前掲注）2，88頁。
55）前掲注）14，3 面参照。
56）四宮・能見・前掲注）18，103頁参照。
57）さらに内閣府・前掲注）19，451-453頁に記載され
ている各所轄庁においてNPO法人を所管する部
署名が暗示しているが，NPO法人関連部署は人員
の関係もあり，NPO法人と協働する場面での業務
と監督業務とを同一部署で対応せざるを得ない所
轄庁も皆無とは言えないであろう。そうした状況
では，ある場面では協働すべき相手となるため，
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所轄庁として厳しい対応に踏み切ることを躊躇す
る可能性も皆無とは言えない。
 　これらの点については確定的な数値データに基
づく考察ではなく推測の域を出ないため，本稿に
おいてはその可能性の指摘のみに止める。
58）松村・前掲注）1 参照。
 （2018年11月23日掲載決定）
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